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平成 20 年度行政評価等プログラムにおける政策評価テーマ等について（案） 
 

 

 

 

 

 

 
  

【政策評価】(政策の効果を把握し、政策の見直し・改善を推進する統一性・総合性確保評価) 

環境問題への対応、国民の安全・安心の確保等政府の重要課題に対応する政策について、

政府全体としての統一性を確保し又は総合的な推進を図る見地からの評価を実施する

もの 

○バイオマスの利活用 20 年度 

（バイオマス・ニッポン実現に向けたバイオマスの利活用の推進に係る政策評価） 

○児童虐待の防止等 21･22 年度 

（顕在化が著しい児童虐待の防止等に係る政策評価） 

○科学技術駆動型の地域経済発展 21･22 年度 

（研究開発力・技術力の向上など科学技術を通じた地域経済発展の実現に係る政策評価）

＊現在、実施中のもの（「世界の最先端の「低公害車」社会の構築」、「配偶者からの暴力

の防止等」、「外国人が快適に観光できる環境の整備」） 

 
 

【行政評価・監視】(各行政機関の業務の実施状況の評価及び監視) 

生活者・消費者の立場からの国民の安全・安心の確保に資するために実施するもの 

○食品表示の適正化 20 年度 

（食品表示に対する国民の信頼を確保するため食品表示の監視状況等を検証） 

○貸切バスの安全確保 20 年度 

（事故が増加している貸切バス事業について安全確保対策の実施状況等を調査） 

○社会資本の維持管理及び更新(道路橋の保全等)20 年度 

（老朽化した橋りょう等社会資本の補修補強等の予防的な修繕及び計画的な更新の状況等を検証） 

＊現在、実施中のもの（「原子力の防災業務」、「介護保険事業等」、「輸入農畜産物の安全性の確保」、「行

政手続等の本人確認」） 
 

行政運営の合理化・効率化・適正化等に資するために実施するもの 

＊平成 19 年度から引き続き、「契約の適正化」、「国の行政機関の法令等遵守態勢」、「公共事業の

需要予測等」を実施 20 年度 
 

その他重要行政課題に資するために実施するもの 

○雇用保険に係る事業 20 年度 

（失業等給付に資する効果的な事業となるよう見直された雇用保険に係る事業の実施状況を検証）

＊現在、実施中のもの（「生活保護の自立支援等」） 

 

※なお、平成 20 年度以降の各実施予定テーマについてはパブコメを実施 

○行政評価等プログラムは、総務省行政評価局の業務を重点的かつ計画的に実施する

ため、平成 20 年度からの中期的な業務の基本的な方針を定めるもの 

○平成 20 年度のプログラムは、年金記録問題への対応が極めて重要となっていること

を踏まえて策定 
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行政評価等テーマの背景事情等（未定稿）

※ 上記の各欄の内容については、変更があり得る。 

実 施 年 度 平成 20 年度  

テ ー マ 名 バイオマスの利活用に関する政策評価（総合性確保評価） 

背 景 事 情 ① 近年、地球温暖化の防止、循環型社会の形成等の観点から、「バイオマ

ス（生物が作る有機性資源）」が注目されており、世界各国において、そ

の利活用に向けた様々な取組が進められている。 

② 我が国においては、国内で排出された廃棄物全体の約 52％を占める約

３億 1,000 万トン（平成 16 年度）の廃棄物系バイオマスが発生している。

しかしながら、循環利用されている割合は約 16％と低く、また、食品廃

棄物全体の約８割が焼却や埋立処分されるなど、バイオマスは十分に利

活用されていない。こうした状況を踏まえ、関係府省の協力の下に、地

球温暖化の防止、循環型社会の形成、競争力のある新たな戦略的産業の

育成及び農林漁業と農山漁村の活性化に向けて、バイオマスの利活用に

関する具体的な取組や行動計画を盛り込んだ「バイオマス・ニッポン総

合戦略」（平成 14 年 12 月 27 日閣議決定）が策定された。 

③ その後、平成 17 年２月に京都議定書が発効し、実効性のある地球温暖

化対策の実施が喫緊の課題となるなど、バイオマスをめぐる情勢が変化

したことから、上記総合戦略の見直しが行われ、平成 18 年３月に新たな

「バイオマス・ニッポン総合戦略」（平成 18 年３月 31 日閣議決定）が策

定された。現在、関係府省において、新たな総合戦略に基づき、バイオ

マスの利活用に関する各種取組が進められている。 

 

評 価 の 観 点 等 ① バイオマスの利活用に関する政策の現状及び効果の発現状況等を調

査・分析 

② バイオマスの利活用に関する政策について、関係行政機関の各種施策

が総体としてどの程度効果を上げているかなどの総合的な観点から、全

体として評価 

 

調査等対象機関（予定） 内閣府、総務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環

境省、都道府県、市町村、関係団体等 
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行政評価等テーマの背景事情等（未定稿）

※ 上記の各欄の内容については、変更があり得る。 

実 施 年 度 平成 21・22 年度  

テ ー マ 名 児童虐待の防止等に関する政策評価（総合性確保評価） 

背 景 事 情 ①  平成 18 年度における児童相談所の児童虐待相談対応件数は、３万

7,323 件に及んでいる。 

② 児童虐待への対応については、平成 12 年 11 月 20 日に、児童虐待の防

止等に関する法律（平成 12 年法律第 82 号）が施行された。 

その後、平成 16 年には、ⅰ）同法が改正され、国及び地方公共団体の

責務の改正、通告義務の拡大、警察署長に対する援助要請等の規定が整

備されるとともに、ⅱ）児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）も改正さ

れ、児童相談に関する体制の整備、要保護児童に関する司法関与の強化

等が行われた。 

また、平成 19 年には、児童虐待の防止等に関する法律及び児童福祉法

の一部を改正する法律（平成 19 年法律第 73 号）により、ⅰ）児童の安

全確認等の強化、ⅱ）児童相談所長による親権の行使等の規定が盛り込

まれた。 

③ 平成 16 年 12 月に策定された「少子化社会対策大綱に基づく重点施策

の具体的実施計画について（子ども・子育て応援プラン）」（平成 16 年

12 月 24 日少子化社会対策会議決定）においても、児童虐待により子ど

もが命を落とすことがない社会等の実現を目指し、全市町村における虐

待防止ネットワークを設置することが盛り込まれている。 

④ このような児童虐待の防止等に関する政策については、関係府省間、

関係府省と都道府県・市町村等との間、被害者の保護に関する機関間等

の密接な連携の下に総合的な取組が必要 

 

評 価 の 観 点 等 

 

① 児童虐待の防止等に関する関係行政機関の各種施策の現状及び効果の

発現状況等を調査・分析 

② 児童虐待の防止等に関する政策について、関係行政機関の各種施策が

総体としてどの程度効果を上げているかなどの総合的な観点から、全体

として評価 
 

調査等対象機関（予定） 国家公安委員会・警察庁、法務省、文部科学省、厚生労働省、都道府

県、市町村、関係団体等 
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行政評価等テーマの背景事情等（未定稿）

※ 上記の各欄の内容については、変更があり得る。 

実 施 年 度 平成 21・22 年度  

テ ー マ 名 科学技術駆動型の地域経済発展に関する政策評価（総合性確保評価） 

背 景 事 情 ① 我が国の科学技術関係の国の予算は年々増加し、平成 19 年度で約３兆

5,000 億円 

また、特許・実用新案の使用の許諾･権利の譲渡や技術上のノウハウの

提供等の「技術貿易額」（技術輸出による受取額）も年々増加し、平成

17 年度で約２兆円 

② 一方、国内での地域経済の停滞傾向がみられる中、経済産業省、文部

科学省などが、地域経済の活性化や地域経済の構造改革に直結した科学

技術振興策や国立大学法人化に伴う自由度の高い競争的な産学官連携環

境の整備等を促進することによって、地域経済の発展を推進するための

各種事業・取組を実施 

③ 平成 16 年度から｢研究開発力・技術力の向上など科学技術を通じた地

域経済発展を実現｣することを政策目標とする政策群として、内閣府、金

融庁、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省及び

国土交通省の８府省において、政策目標の達成に向けた取組を推進 

 

 

評 価 の 観 点 等 ① 科学技術駆動型の地域経済発展に関する政策の現状及び効果の発現状

況等を調査・分析 

② 科学技術駆動型の地域経済発展に関する政策について、関係行政機関

の各種施策が総体としてどの程度効果を上げているかなどの総合的な観

点から、全体として評価 

 

調査等対象機関（予定） 内閣府、金融庁、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産

業省、国土交通省、都道府県、市町村、国立大学法人、公立試験研究機関、

関係団体等 

 



     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 行政評価局は、政府部内にあって行政の改革・改善機能を担っており、次に掲げる業務の的確

な遂行を通じて、国民に信頼される公正で透明、簡素で効率的な質の高い行政の実現を図ること

をその役割としている。 

 政策評価 

政策効果を把握・分析して評

価を行い、政策の見直し・改

善を推進 

・政策評価制度の推進 

・総務省が行う政策の統一

性・総合性確保評価 

・各府省が行った政策評価の

点検 

   行政評価・監視 

各府省の業務の実施状況

を調査し、その結果に基づ

いて勧告等を行うことに

より、行政の運営及び制度

の改善を推進 

   独立行政法人評価 

政策評価・独立行政法人評価

委員会に付与された権限の

行使を補佐することにより、

独立行政法人評価の客観的

かつ厳正な実施等を確保 

 

行政相談及び年金記録問題への対応 

国の行政全般についての苦情や意見・要望を受け

付け、必要なあっせんを行うことにより、その解

決や実現を促進 

また、年金記録確認第三者委員会の判断結果を踏

まえ、あっせんを行うことにより、国民の正当な

権利を実現し、もって、国民の不安の解消を図り、

年金制度に対する信頼を回復 

行政評価局の役割と取組方針 

○重要対象分野の選定等及び

重要対象分野に係る評価の

実施の推進 

○規制の事前評価の実施の推

進 

○政策評価の結果の予算要求

等政策への的確な反映の推

進 

○国民の安全・安心の確保等

政府の重要行政課題の解

決の促進や簡素で効率的

な行政の確保に重点を置

いた行政評価・監視の実施

○早急に改善を要するもの

については、機動的に実施

○政策評価・独立行政法人評

価委員会が行う、独立行政

法人等に係る評価に関する

評価活動等を的確に補佐

し、同委員会の機能を最大

限に発揮 

○行政相談事案の的確な処理の推進 

○大規模災害が発生した場合の特別相談活動の実

施、行政相談に関する広報活動の充実 

○年金記録確認第三者委員会の審議の促進を図る

とともに、年金記録訂正のあっせん等を推進 

※年金記録確認第三者委員会は、政令に基づき、

年金記録に対する国民の信頼回復を図るため、

中央と地方（全国に 50 か所）に設置。中央では、

あっせんを行うに際しての先例となるものを蓄

積 

1 2 3 4

５
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政 策 評 価 （案） 

環境問題への対応、国民の安全・安心の確保等政府の重要課題

に対応する政策について、政府全体としての統一性を確保し又は

総合的な推進を図る見地からの評価を実施 

◆ 総務省が行う政策の統一性・総合性確保評価 

◆ 各府省が行った政策評価の点検 

各行政機関が実施した政策評価について、 

○ 目標の設定、評価基準の明確化など、評価として備えるべ

き水準の点検（やり方点検） 

○ 評価の妥当性に疑問を生じた場合、評価の内容に踏み込み

点検（内容点検） 

平成 20 年度 

○バイオマスの利活用 

（バイオマス・ニッポン実現に向けたバイオマスの利活用

の推進に係る政策評価） 
 

 ○世界最先端の「低公害車」社会の構築（＊） 

 ○配偶者からの暴力の防止等（＊） 

○外国人が快適に観光できる環境の整備（＊） 

平成 21・22 年度 

○児童虐待の防止等 

（顕在化が著しい児童虐待の防止等に係る政策評価） 

 

○科学技術駆動型の地域経済発展 

（研究開発力・技術力の向上など科学技術を通じた地域経

済発展の実現に係る政策評価） 

（＊）を付したテーマは、現在実施中のもの

◆ 政策評価制度の推進 

 「経済財政改革の基本方針 2007」（平成 19 年６月 19 日閣議

決定）に基づき、政策評価の重要対象分野の選定及び関係府省

における評価の実施を推進 

 

 

 

 

（参考） 

平成 19 年度に経済財政諮問会議から提示のあった重要対

象分野 

１ 少子化社会対策に関連する、 

① 育児休業制度(厚生労働省) 

② 子育て支援サービス(文部科学省、厚生労働省) 

③ ワーク・ライフ・バランス(仕事と生活の調和)の 

実現に向けた取組(内閣府、厚生労働省) 

２ 若年者雇用対策(文部科学省、厚生労働省、経済産業省)

３ 農地政策(農林水産省) 

６
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政策評価テーマについて 

 

１ 総務省行政評価局が行う政策評価の計画 

  政策評価法第13条において、総務大臣は、毎年度、当該年度以降３年間

について総務省行政評価局が行う、政策の統一性又は総合性を確保するた

めの評価（政策評価法第12条第１項によるもの）などに関する計画を定め

ることとされている。 

 ※ また、「政策評価に関する基本方針」（閣議決定）において、統一性・総合性確保評

価の対象となる政策の選定については、政策評価・独立行政法人評価委員会の調査

審議を踏まえるものとされている。 

 

２ 「行政評価等プログラム」との関係 

  「行政評価等プログラム」は、総務省行政評価局の業務を重点的かつ計

画的に実施するため、中期的な業務の基本方針を定めたもの（行政を取り

巻く情勢の変化を踏まえ、毎年度ローリング方式により見直し・改定）。 

  政策評価法第13条に規定する評価に関する計画は、「行政評価等プログ

ラム」に組み込んで毎年度策定している。 

 

３ 平成20年度「行政評価等プログラム」策定に係る主な経過 

  ２月１５日（金） 政策評価分科会において審議 

  ２月２１日～３月６日 パブリック・コメントの実施 

  ３月１７日（月） 政策評価分科会において審議 

  ３月末      平成20年度「行政評価等プログラム」の策定、公表 

（参考） 


